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本題に入ります前に、環境対策をめぐる状況がい
かに大変かということ、いかに構造的な転換を進め
なければいけないかという共通認識を共有したいと
思いますので、若干前置きが長くなるかもしれませ
んが、温暖化対策について簡単にご紹介させていた
だきたいと思います。

ご承知のように、京都議定書で、我が国は1990年
比マイナス6%の水準まで下げなければいけないと
いう約束しておりますが、2005年の数字ではプラス

8.1%ですので、14.1%のギャップがございます。

それでは、14.1%下げればいいのかという話なの
ですが、よくよく考えると、京都議定書では2008年
から2012年までの5年間の平均で、マイナス6%水準
を維持しなければいけないということになっていま
す。ですから、今非常に高い水準で、このまま2008
年に突入していきますと、2012年のレベルではも
のすごく下げなければいけないということになりま
す。何%という話は申し上げにくいのですが、例え
ば20%というようなレベルの議論をしなければいけ
ませんし、このように非常に危機的な状況にあるこ
とを我々も認識しなければいけないと思います。今
の状態のままで約束期間に突入しますと、野球に例
えれば、1回の表に大量に得点を入れられて、あと7
回、8回、9回で挽回しなければいけないというよう
な、厳しい状況になっていることをご理解いただき
たいと思います。

パネル報告１

「環境経営政策の今後の展望」

環境省総合環境政策局環境経済課長
鎌形　浩史
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実際にどういった部門でCO2排出量が増えている
かについても、ご承知のとおりかと思います。産業
部門は大体横ばいで若干減少気味ですが、やはり家
庭とオフィスが大変多く、家庭については1990年比
で37%増、オフィスについては42%増という状況で
す。不特定多数の部分について大幅に下げていかな
ければならない状況ですので、やはりライフスタイ
ル、ビジネスモデルというものを、しっかりとつくっ
ていかなければならないと思います。

それでは、日本における対策の進捗状況はどうか
ということですが、政府で京都議定書目標達成計画
を立てて対策を進めております。そこで、対策量を
イメージしていますが、2005年の時点でその対策の
進捗率が4割です。そのままの状況で進むと、2010
年という目標年次には７割ぐらいしかその対策が進

まないというような危機的な状況です。京都議定書
さえ守れば温暖化対策がそれで終わりというわけで
はなく、その先もあるわけですから、相当抜本的な
ことを世の中に対してやっていかなければならない
状況だということを申し上げたいと思います。

対策のイメージを掴んでいただきたいと思うので
すが、計画上、例えばハイブリット自動車などを中
心とするクリーンエネルギー自動車の普及がありま
す。そこで、300万トンのCO₂を下げていく計画で、
2010年の時点で233万台の自動車を普及・代替させ
るという目標ですが、2004年の数字で26万台に過
ぎないという状況です。それから、バイオマスエネ
ルギーの活用で、原油換算で300万klを目標量とし
ていますが、まだ100万t程度であり、これから抜本
的に物事を進めていかなければならないという状況
です。
以上が前置きですが、これだけ大変な状況の中で、
小手先の対策だけでは物事は進みません。結局、世
の中の経済の仕組みを根本から変えていくことが、
我々に求められています。

環境政策全体の将来を見通した計画として、「環
境基本計画」というものを政府で決めています。昨
年の4月に従来のものを改訂し、新しい環境基本計
画をつくりました。そこでのキーワードとして、環
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境、経済、社会の統合的な向上ということを提示し
ました。経済に限って言えば、環境が良くなれば経
済が良くなる、経済が良くなれば環境が良くなる、
このように環境と経済が統合的に向上していく方向
に物事を進めていこうということです。「環境と経
済の両立」という言葉で言い換えてもいいかもしれ
ません。
その中で実際に環境と経済の統合を、具体的な政
策としてどのように進めているかを少しご紹介した
いと思います。

私どものセクションでやっている業務の幾つかの
紹介になりますが、1つはグリーン購入をご紹介し
たいと思います。ご承知のように、環境に優しい製
品、環境負荷の少ない製品・サービスを普及させて
いくために、購入側の需要を創出することによって、

そういった環境負荷の低減をもたらしていくのがグ
リーン購入です。
ここにありますように、市場に事業者から環境負
荷の少ない商品が提供され、それを消費者が購入し
ます。これを消費者側から引っ張っていこうという
のがグリーン購入の発想です。どうやって引っ張っ
ていくかにつきましては、国が「グリーン購入法」
という法律をつくり、政府調達でこの需要を創出し、
今我々が引っ張っていこうとしているところです。
そういった中で、国が率先して環境に優しい製品・
サービスを調達するということで、その需要を創り
出し、これが事業者の取組みを増し、かつ、それが
一般消費者の購入行動につながっていくことを狙っ
ているのです。

グリーン購入法とは実際にどういう仕組みかとい
うと、国が基本方針を決めますが、その中で、ここ
に「特定調達品目」という言葉がありますが、要は
環境物品として、どういったものを調達するかにつ
いて、種類やスペックなどを定めます。そして、例
えばお手元にコピー用紙があるかと思いますが、コ
ピー用紙であれば古紙100%のものを調達すると
いった基準を定めます。あるいは、お手元のボール
ペンなどの文具につきましても、例えばプラスチッ
クのうち再生プラスチックが40%以上含まれている
など、それぞれの製品についてスペックを定め、そ
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ういった製品を政府が調達すると定めて進めていく
のです。そういう意味で、需要を創り出していくと
いうことです。それから、国の各省・各機関が毎年
度それに基づいて調達方針を決め、実際に調達を進
めていくという仕組みを採っています。

非常に細かい字で恐縮ですが、ここに現在17分野
で214品目について、製品の種類とスペックを定め、
政府が調達することにしています。先ほど紙や文具
について申し上げましたが、例えば、自動車で言え
ば低公害車ということで、今政府の一般公用車は全
部低公害車になっている状況です。最近の動きでい
いますと、例えば、公共工事などで木材を使います
し、紙も木材が原料です。木材の違法伐採が環境上
非常に問題として取り上げられていますが、その違
法伐採対策の一環として、原産国の法律に照らして、
合法な伐採がされたという証明がなければ調達しな
いという方針を立てて、今動き始めました。こうし
た証明書が出回るようになってきているのです。合
法証明のある木材を調達するということを政府で決
めているということです。

実際それが環境負荷低減にどれだけ効果があるか
を試算したものがこの表です。例えば、プラスチッ
ク製文具であれば、先ほど再生プラスチックを利用
していると申し上げました。そこで、再生プラスチッ

クではなく、再生プラスチックとして使う分が仮に
燃えていったら、どれだけCO₂を排出していたか、
あるいは家電製品などは省エネ型の製品を指定して
買うことにしていますので、OA製品・家電製品と
いったものが従来の省エネ型でないものと比較し
て、電気をどれだけ使わなかったか、そういったも
のを積み上げて計算しますと、CO₂換算で、年間に
14,928tという数字になります。これは試算できる
ものだけを試算したということで、非常に小さい数
字になっていますが、具体的なCO₂削減をターゲッ
トに入れ、我々も政策を進めているところです。実
は、先ほどご紹介したようなベースでいうと、日本
全体で1億t、2億tというベースで下げていかなけれ
ばならないので、これだけの数字だと非常に少ない
ということになりますが、CO₂削減を目指し、こう
いったグリーン購入の効果を出していきたいと考え
ています。

それでは、実際に市場をどのように変えられるか
という点ですが、ここにグリーン購入商品例として
コピー用紙を挙げています。グリーン購入法を施行
したのが2001年ですので、2000年は施行の前年で
すが、コピー用紙のうち古紙100%という基準を満
たしているものが市場の中で11.6%でした。それが、
2004年には、それが3分の1の33%まで増えました。
これは典型的な例ですが、政府が需要を引っ張るこ
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とで、環境に優しい製品を市場の中で増やしていく
ことを目指しているということです。これがグリー
ン購入という今ご紹介したものです。

こういったグリーン購入について、行政部門、す
べての地方公共団体や上場企業の約50%で、そう
いった取組みを進めてもらうようにしていきたいと
いうのが我々の目標であります。

次のテーマに移りたいと思いますが、先ほど需要
面から環境に優しい製品を引っ張っていくというこ
とを申し上げました。今度はお金の流れをどう作っ
ていくかということです。最近我々は、金融という
ことに注目し始めました。金融は経済活動の血流を
担う部分だと思っていますが、そういったお金の流
れをできるだけ環境ビジネス、環境負荷の低い行動

に流していくためにはどうしたらいいかを考えてい
るのです。
ここに、資金の出し手が左側にあり、それに対し
て資金の受け手が右側にあります。資金の受け手と
して、様々な環境ビジネスを進めている大きな企業、
あるいは地域的に環境に取り組んでいるような人々
にお金が流れていくというシステムを作り出してい
きたい、というのが我々の目的としている政策です。
お金の流れとはどういうことか、平たく言いますと、
銀行も環境に頑張っているところに金利を安く、そ
してたくさんお金を貸してくださいといったことで
す。あるいは、同じ株式に投資する場合でも、環境
に優しい行動をしている企業の株に投資をしましょ
うといったことを進めていきたいのです。

最近始めたばかりなので、まだまだ政策としては
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形成途中ではありますが、来年度はどういった政策
を展開しようかということを簡単にご紹介します。
1つは、地域でコミュニティファンドの応援をして
いくことです。例えば、典型的なもので言いますと、
市民風車というような形で、風力発電の風車を建て
るために市民がお金を出し合って融通していくもの
があります。あるいは、環境ファンドということで、
環境ビジネスに投資をする目的を持ったファンドと
いうものが少しずつ出来てきていますが、そういっ
たものへの出資・融資を国からしていこうというこ
とがあります。
それからもう1つは、環境配慮型の経営に関する
利子補給事業があります。これは日本政策投資銀行
という政府系の銀行が、環境に優しい行動をとる企
業に融資をしていますが、そこでその企業がCO₂に
関して5年間で5%以上の原単位を改善すると約束
いただいた場合に、さらに１%の利子補給を国から
援助していくというプロジェクトで、これからやろ
うと思っています。環境に優しい行動をとるところ
がお金を借りやすくなる、資金を得やすくなる、こ
のように環境ビジネスを応援していきたいというの
が、環境と金融をめぐる我々の政策です。

環境保全事業を対象としたファンドの例として、
風力発電で自然エネルギーを作っていくために、個
人・NPOがお金を出し合ってファンドをつくってい

くというケースや、太陽光発電を同じような仕組み
で伸ばしていくケースがございます。それから、日
本政策投資銀行の環境格付融資の図がありますが、
各企業について、経営が環境配慮型かどうかのスク
リーニングを行い、3段階にランク分けをします。
ランクによって金利に差をつけることで、環境によ
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り努力している企業がより低い金利で借りられると
いうシステムを作っているのです。

これまで、需要面から引っ張っていくグリーン購
入というシステム、お金の流れを作り出していく金
融面での環境配慮についてご説明しました。例えば
金融面から応援していくという意味でも、企業がど
れだけ環境に努力しているかがしっかりと情報開示
される必要があります。企業がどれだけ環境に努力
しているかを示すものとして、環境報告書の推進が
我々のもう1つの政策です。例えば、企業がCO₂削
減にどれだけ努力したか等について報告書という形
でまとめ、世の中に見せていくということです。

2005年の直近の数字で、我々が把握しているだけ
で1,000弱、933社の企業がこういった環境につい

てのレポートを出しています。このように環境努力
をしているということを世の中に示す、それが逆に
良く評価されて、その企業に、例えばお金が借りや
すくなるなどのメリットが出てうるということが、
我々が期待するところです。

それでは、まとめに入っていきたいと思います。
今申し上げたようなグリーン購入にしても、金融面
での環境配慮にしても、あるいは企業の環境への努
力を世の中に公表していく環境報告書という取組み
にしても、いずれも環境について努力した場合に、
環境配慮の取組みが高い評価を得ることが、私は
キーポイントだと思っています。グリーン購入とい
う政策は、環境に優しい製品を出した場合に、それ
が買ってもらえるということです。つまり、それが
ビジネスとして成り立っていくということになりま
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環境報告書に関する取組

「環境報告書ガイドライン２００３年度版」 → 現在改訂作業中

http://www.env.go.jp/policy/report/h15-05/index.html

「エコアクション２１ガイドライン２００４年版」

http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/PRG/index.html
「環境報告書ガイドラインとGRIガイドライン併用の手引」

http://www.env.go.jp/policy/report/h17-07.pdf

「環境会計ガイドライン２００５年版」

http://www.env.go.jp/policy/kaikei/guide2005.html

「環境報告書の記載事項等の手引き」

http://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/tebiki.pdf

「環境報告書の信頼性を高めるための自己評価の手引き」

http://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/jikohyouka/tr_main.pdf
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す。金融面での環境配慮ということで言えば、環境
面で努力した企業がお金を借りやすくなることで環
境ビジネスを支援していくということになります。
こういうものを私たちが進めていきたいということ
です。
そういう中で、環境配慮の取組みに対して高い評
価がなされ、それによって環境ビジネスが伸び、そ
して環境が良くなればビジネスが良くなる、ビジネ
スが良くなれば環境も良くなる、そういった「環境
と経済の好循環」を、これから世の中のキーワード
として我々は進めてきたいと考えております。
繰り返しになりますが、環境配慮に対する取組み
が高く評価される、環境に努力した人、環境に努力
した企業が報われる社会を私たちがつくっていきた
いのです。これが私たちの政策の目標です。
以上をもって私の発表とさせていただきます。あ
りがとうございました。
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22

環境報告書に関する取組

「環境報告書ガイドライン２００３年度版」 → 現在改訂作業中

http://www.env.go.jp/policy/report/h15-05/index.html

「エコアクション２１ガイドライン２００４年版」

http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/PRG/index.html
「環境報告書ガイドラインとGRIガイドライン併用の手引」

http://www.env.go.jp/policy/report/h17-07.pdf

「環境会計ガイドライン２００５年版」

http://www.env.go.jp/policy/kaikei/guide2005.html

「環境報告書の記載事項等の手引き」

http://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/tebiki.pdf

「環境報告書の信頼性を高めるための自己評価の手引き」

http://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/jikohyouka/tr_main.pdf
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